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研究成果の概要（和文）：海外の都市計画の動きを捉えながら、居住地の密度と形態との関係を

把握し、空間のデザインを対案するための資料を得た。 
研究成果の概要（英文）：in studying on urban design in American and Britain cities, we could 

get some materials for Japanese town design practices through by residential density 
and urban space figures and structures.   
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３．研究の方法 １．研究開始当初の背景 
 アメリカや西欧（特にイギリス）の都市計
画と都市デザインの動向を把握しながら、日
本の居住地の計画・デザインの課題とそのあ
り方を追究した。海外調査は視察と当事者へ
のヒアリングを主とし、日本の研究は、名古
屋都市圏の広域的、原理的な研究と特徴ある
居住地について、地区の調査を中心とした。 

 都市の野放図な拡大や極端な近代化によ
る浪費的な都市形態に対する批判と反省が
アメリカや西洋で起こってきた。そして調和
のあるデザインによる居住地の形成を必要
とする機運が高まってきた。 
 
２．研究の目的 

  本研究は、以上を背景に、海外の計画と事
業実績の把握、日本の居住地の密度の実態と
デザインガイドを実施するための条件を把
握し、適切な居住地の密度により、またデザ
インガイドによる調和のある居住地の計画
とデザインのあり方を目指した。 

４．研究成果 
 海外の都市計画の動きを捉えながら、居住
地の密度と形態との関係を把握し、空間のデ
ザインを対案するための資料を得た。 
 具体的な研究成果として、以下が得られた。 

 (1) 海外調査の成果 



 海外調査研究は、新しいサスティナブルな
都市づくりを目指す計画理論に基づくもの
である。本研究では、このような新都市計画
理論の研究を確認しつつ、以下の具体的な調
査に基づく研究成果を得ることができた。 
 
①アメリカのシアトル市をはじめとするデ

ザインガイドの実施事例と制度適用プロ
セスの特徴を把握した。 

  特にアメリカは、計画の密度が低く、開
発は、郊外スプロールを助長する傾向があ
った。これに対して、シアトル、ポートラ
ンドなどの西側都市域では、公共交通を重
視し、適正な密度を有する居住地開発制度、
あるいは、適切な既成市街地の再生を目指
す「アーバンビレッジ」計画などの試みが
進められており、その新しい理論と事業事
例の収集を行い、理論的整理を進めた。 

②イギリス・バーミンガム市のデザインガイ
ド、その公営住宅団地での実施例の把握、
エセックス州のデザインガイドの実施事
例研究、及び、都市再生のための手法；ア
ーバンビレッジの実施事例を把握した。 

  公営団地の再生計画では、新旧のデザイ
ンガイドをどのように計画に取り込むか、
という興味ある課題に挑戦し、その成果、
新旧のデザインガイドの違い、あるいはそ
の発展過程を示すことができた。 

  また、イギリスのアーバンビレッジ論雄
実践として、リーズ、バーミンガムの既成
市街地再生の特徴を知ることができた。 

③コッツウォルド県の保存と開発のデザイ
ンコード活用のプロセスを把握した。ここ
では、歴史的な農村光景の保全と、そこへ
の新しい開発（建物と産業施設）の調和を
いかに実現するか、という課題への実践の
経過を示したものである。「古い伝統の模
倣ではなく、新しいデザインであるべき、
しかし、それは古い伝統的光景と調和しな
ければならない」とする、計画開発理念が
具体的成果として得られた。 

④アメリカとイギリスの団地におけるエリ
ア・マネージメントの実践例を調査した。
古い居住地における住宅敷地の共有とそ
の敷地における共同施設、共同生活の新し
い展開が居住地の水準を向上させている。
これからの既存居住地の発展をどのよう
に進めるか、という点で画期的な発想を得
ることができ、居住地の管理に新しい見地
を得ることができた。 

 
(2)日本における基礎研究 
①日本での研究作業として、まず、都市圏に

おける人口密度分布より、都市地域におけ
る密度の実態を明らかにした。 

  名古屋を中心とする大都市圏の人口と
その密度分布は、次第に拡散していったが、

次第にその拡散は収まり、この圏域の中で、
さらに人口増加する地域と人口減少する
地域ができていることが明らかになった。 

②次に、中心都市名古屋市の密度を調査した。
住宅統計調査結果を独自集計により、戸建
て長屋建て住宅、共同建て住宅（低層、中
層、高層別）に区別用途地域別に調べた。
この結果、この建て方別の密度の違いが大
きいことが明らかになった。さらにこれは、
地域別の差となり、都心から郊外へ向けて、
密度は低くなること、商業系地域での高密
度と戸建て長屋建てと共同建ての密度格
差が大きいことが、指摘できた。 

②名古屋市における住宅地の密度分布とそ
の変化、特に新規供給の住宅の戸数密度を
調査した。その結果、住宅戸数密度は、低
層戸建て長屋建てではやや高くなるだけ
であるが、共同建てではさらに高密度とな
り、両者の差は５倍から 10 倍に及ぶこと
が明らかになった。 
研究は、この密度がどのような居住地形

態をなすのかを示した。低層住居専用地域
では、共同住宅は、戸建て長屋建て住宅と
は混合する住区が少ないこと、混合する住
区でも、共同住宅は 2階から 3階建てが多
いことなど、が明らかになった。一方、住
居地域や中高層住居専用地域では、共同建
て住宅は、低層の戸建て住宅の中に、中層
高層形態で混合していることが示された。 
今後の共同住宅の戸建て住宅地への混

合のあり方とその規制が重要課題である
ことが指摘できた。 

 
(3)日本における地区別の研究 
①名古屋市の低層住宅地における戸建と共
同建て住宅の共存条件の検討 

  名古屋市の低層住宅地での共同住宅の
立地は、戸建て住宅と混合しやすい敷地で
生じ、問題は共同住宅の向きが通り側を向
いていないものがあること、駐車場スペー
スの大きいこと、その結果、敷地内の緑化
が不足していること、であった。 

  中高層住居専用地域の問題は、街区の境
界（背割り線）が残存している場合には、
共同住宅の階数が３～4 階となり、どうに
か、低層住宅との共存が可能であること、 
背割り線が取り払われると、高層住宅が建
ち、地区に混乱が生じることであった。最
低限度「背割り線の確保」が必要なことが
わかった。 

②東京都区内の地区計画地区におけるデザ
インガイドの有効性についての調査 

東京都の住宅地（区内）における地区計
画制度の採用地区において、デザインガイ
ドの適用の可能性について、調査を行った。
その結果、地区計画は、消極的なデザイン
規制がその本質であるのに対し、デザイン



ガイドは積極的な誘導であること、そのよ
うな視点で実施すれば、新しい効果が生ま
れる可能性のあることが、明らかになった。 

③郊外住宅地の基盤未整備地区の整備課題
と整備方法の研究を行なった。 

名古屋市近郊の居住地における、開発と
再生の可能性を持つ地区での調査を行い、
土地区画整理によらない「住環境整備」の
可能性を検討した。この結果、住戸密度の
低い地区では、敷地面積が広い住宅敷地が
多いこと、敷地の間口と奥行きが広いこと、
などにより、既存道路の拡幅整備が行いや
すいことが明らかになった。 

さらに、多くの通りは、住宅機能が多く、
アクセス機能が大きい道路が多いこと、通
過交通などのサービス機能の優先する道
路が少ないこと、などにより、その可能性
の高いことが明らかになった。 

④歴史的町並とその新しい開発に関するデ
ザインガイドの研究を行なった。 

  日本の歴史的町並みの保存と開発に関
する調査では、多くの歴史的町並みで保 
存計画が実施されているが、新しい開発に
対する規制や誘導の仕方がはっきりとし
ていないことが分かった。 

   日本の歴史的町並みは木造、町家造りが
主であるが、新しい開発では、この様式や
材料を踏襲されないこと、古い様式は新し
い生活になじまないこと、などの不都合さ
があり、開発と保存の共存が困難なことが
分かった。今後、新しい開発の場合の古い
伝統的な建物・まちの光景との調和条件を
示すことの重要性が明らかになった。 

⑤地方都市（三重県）における既存の公共、
民間開発の住宅団地の再生について、まず、
立地点の性格が住宅需要に結びつき、公共
交通の起点であることが重要性を持って
いた。さらに、労働市場や居住者の郷里と
の関係（親子の住み方）が重要であった。
これらの地方的条件を背景とした「居住地
再生計画」の必要性が明らかになった。 

⑥大都市郊外、あるいは地方都市郊外におけ
る既存住宅地の再生に関して、空き地の活
用とその共同管理（エリア・マネージメン
ト）が重要、かつ必要であることが支援さ
れた。事例研究では、遊び場や、共有施設
の整備と共同管理などによって、既存居住
地へ潤いを提供し、活気をもたらすことが
示された。 

   以上、研究成果として明らかになった。 
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